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Abstract: In order to establish an effective system for]Elini]「 lizing care needs through continued implemen―

tation of exercise,we l)conducted and investigated the cffectiveness of programs for minimizing care needs

that act市 ely incorporated the techniquc of beha宙 or modiication;and 2)investigated the effects of fre―

quency of exercise at home on motor functiono The results showed that exercise guidancc appropriate to sub―

jects'characteristics together with act市 e intervention for promoting continued implementation of exercise

may be effect市 e for mot市ating sutteCtS tO participate in programs for minimizing care needS and engage in

voluntary exercise. In addition, continued ilnplementation of exercise resulted in ilnprovements in motor

function in terms of knec extension muscle strength(improved from 22.4 to 25。 3 kg)and TUG(from 7.7 to

6。 4 sec)。 MoreOver,the group with a high frequency Of exercise at home and participation in programs also

showed improvements in knee extension muscle strength(from 22.2 to 27.O kg)and TuG(from 7.7 to 7.3

sec),indicating improved motor function。
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抄録 :継続 した運動行動の形成により効果的な介護予防システムを構築することを目的とし,I。 行

動変容技法を積極的に取 り入れた介護予防教室の実践とその効果検証,Ⅱ 。家庭での運動頻度が身体

運動機能に及ぼす影響についての検証を行った。結果,対象者の特性に合った運動を指導するととも

に,継続 した運動実施に向けて積極的に介入 していくことで,介護予防教室への参加 と自主運動実施

への動機づけにつながる可能性が示唆された。また,継続 した運動実施により,膝伸展筋力が 22.4 kg

から 25。 3 kgに ,TUGが 7.7秒から 6。4秒にと改善が認められ,運動機能の改善が得 られた。更に
,

介護教室への参加だけでなく,自 宅での運動実施頻度が高い高頻度群において,膝伸展筋力が 22.2 kg

が 27.O kgに ,TUGが 7.7秒から7.3秒 にと改善が認められ,運動機能の改善効果が高 くなることが

わかった。

キーワー ド:介護予防,行動変容
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は じ め に

平成 12年 に施行された介護保険制度は,平成 16年

までの 4年間でそのサービス利用者が在宅・施設を合

わせて約 300万人へと2倍 に増加 し,国民の老後生活

における介護の不安に応える「基礎的な社会システ

ム」として短期間のうちに定着するに至っている°。
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表 1 教室参加者の特性一方で介護保険財政に関しては,介護保険の総費用 ,

給付費が,制度開始以降年 10%を 越える伸びを示 し

てお り
〕,平成 25年 には 20兆 円にも上るという予測

もある。このような状況のなかで,介護保険制度は 5

年毎の見直 しに伴い,「明るく活力ある超高齢社会の

構築」「制度の持続可能性」「社会保障の総合化」を基

本視点として平成 18年 4月 に改正され,「予防重視型

システムヘの転換」が大きな柱 として打ち出された。

具体的には「介護予防」の視点から,高齢者の心身機

能,活動,参加といった生活機能の低下を防止 して ,

要介護状態の発生をで きる限 り防 ぐ (遅 らせる)こ

と,そ して要介護状態にあってもその悪化をできる限

り防ぐことを重視 してお り
い,介護保険対象の半数を

占めている「要支援」「要介護 1」 (約 200万人)と い

った軽度要介護者の介護状態の悪化を防ぎ,虚弱な高

齢者が介護保険の対象にならないようにすることを主

眼にしている。特に虚弱な高齢者は,日 常生活が不活

動で閉じこもりがちであり,その悪循環が要介護状態

を招 くと考えられている。一方で定期的な身体活動を

継続することが,高齢者の地、身の健康にとって非常に

有効であるという科学的根拠 (エ ビデンス)が数多 く

報告 されている3-0。 そ して,長期にわたって運動行

動を定着させるには,行動の習慣を記録する等といっ

た行動変容技法を対象者が獲得できるような配慮が必

要であるとされている7。

そこで,本研究では,継続 した運動行動の形成によ

り効果的な介護予防システムを構築することを目的と

し,I。 行動変容技法を積極的に取 り入れた介護予防

教室の実践 とその効果検証,Ⅱ 。家庭での運動頻度が

身体運動機能に及ぼす影響についての検証を行う。

Ⅱ。研 究

1.目 的

行動変容技法を積極的に取 り入れた介護予防教室を

実践 し,教室開始前 と終了後に体力測定に参加 した高

齢者における教室の効果を検証することである。

2.対象

M tt K町 に在住する高齢者を対象として,M市 が

主催する介護予防教室への参加を応募 したところ,59

名の参加希望があった。そのうち教室開始前の体力測

定に参加 したのは 40名 であ り,教室終了時の体力測

定に参加 したものは 19名であった。この 19名 を効果

判定の対象者とした。対象者の性別は男性 7名 ,女性

1生 号J

年齢

身長

体重

BMI(体格指数 )

男性 7名 女性 12名
71.7± 5.4(歳 )

155。 8± 8。4(cm)
57。9± 8.6 (kg)

23.8± 2.6(kg/cm2)

12名 ,平均年齢は 71.7± 5.4歳であった (表 1)。

なお,参加者全員に対 しては,本研究の主旨を説明

し,同意を得た。

3.介護予防教室の内容

介護予防教室では,全 lo回 (毎月 1回 )の教室開

催 と,自 宅で実施する自主運動を取 り入れた。1回 の

教室は約 2時間の実施とし,毎回介護予防のための運

動や体操を約 30分 間行い,その他の時間は各種運動

の指導と自宅で行う自主運動の指導・復習を中心に行

った。運動以外ではレクリエーションや各種講演,座

談会などを実施 した。教室開催時以外に実施する自主

運動については,自 宅で容易に実施できる以下の 5つ

の運動種 目を指導 した (図 1)。

①つま先立ち運動

②足の一歩振 り出し運動

③片脚立位での股関節内外転

④片脚立位での腿上げ

⑤スクワット運動

各参加者の運動処方は理学療法士が各個人の体力や

基礎疾患を評価し,リ スクがない範囲での運動種目と

運動条件を設定した。自主運動実施スケジュールは
,

自らが余裕を持って実施可能である程度とし,あ まり

繁雑なスケジュールは立てないように指導した。

本教室の特徴として,運動実施頻度を維持する目的

で行動変容技法を導入した。行動変容技法は,ト ーク

ンエコノミー法と強化法を使用した。参加者には,教

室開催時に 1ケ 月間の運動状況を発表させ,ス タッフ

や参加者から賞賛を受けるようにした。運動実施状況

は,処方された運動を実施したらあらかじめ配布して

いるペットボトルに 1個のおはじきを投入するという

方法で記録した。ペットボトルに貯まるおはじきの数

が,そのまま筋力の増強をイメージさせることで,運

動に対する動機づけを高める効果を期待した。

効果判定には,体脂肪率,膝伸展筋力,開眼片脚立

ち,起立歩行テス ト (Timed up and Go Test:以下 ,

TUG),機能的 リーチテス ト (Functional Reach Test:

以下,FRT)と いつた体力 と運動機能を評価する指標

を用いた。体月旨肪率はオムロン社製のインピーダンス
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①つま先立ち運動 ②足の一歩振り出し運動 ③片脚立位での股関節内外転

④片脚立位での腿上げ ⑤スクワット運動

図 1 自主運動

法を用いた簡易体脂肪率計を使用 した。開眼片脚立ち

は,開眼状態の直立位からスター トの合図で片足を床

から 10 cm程度持ち上げた状態を維持で きる時間を

測定 した。着地の判定は,腰 に置いた手が外れたと

き,支持脚が動いたとき,そ して持ち上げた片足が床

に着いたときとした。膝伸展筋力は握力計を用いた特

製の装置にて測定を行った。測定条件は椅子座位,股

関節・膝関節 90度 を開始肢位 とし,膝関節伸展筋の

等尺性収縮収を最大努力で行って得られた値を測定 し

た。TUGは椅子座位から3m歩行を行い,日 標物を

まわり方向転換 した後,椅子に腰掛けるまでの時間を

測定 した。FRTは開始肢位を一佃1上肢 90度屈曲位に

て前方挙上させた状態に設定 し,支持基底面をできる

だけ変動させないまま上肢を遠 くに伸ばし,第三指が

移動 した距離を測定 した。測定は,教室開始前と終了

後に行い,各測定項 目について教室開始前と終了後の

値を比較検討することで効果判定を行った。

統計処理は,すべて SPSS 15.O for Windowsを 使用

し対応あ りの T検定を行った。

3.結果

10回全ての教室に参加 した者は 6名 存在 し,全参

加者を平均すると 8.6± 1.2回 であつた。教室開催時に

は,各 自ペットボ トルを持参 し,そ の中に貯まったお

はじきの数を比べあう様子が見られた。

教室開始前と終了時における各測定項 目の変化は図

2～ 6に示す とお りである。体脂肪率 と開眼片脚立ち

については有意な変化がなかった。膝伸展筋力は 22.4

%
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体脂肪率 34

32

30

28
教室終了後教室開始前

図 2 体脂肪率の変化

教室開始前 教室終了後

図3 開眼片脚立ちの変化

kgが 25.3 kgと 有意に土曽力日し, TUGは 7.7秒 が 6.4秒

と有意に短縮 し,両者の項 目ともに改善効果を認め

た。一方,FRTは 35.8cmが 31.2cmと 有意に減少 し

悪化を認めた。

4.考察

教室への参加希望者は 59名 と多数であったが,初

有意差なし

有意差なし
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図 4 膝イ申展筋力の変化

向上させる際の有効性が報告されている"。 本教室で

導入 したペットボ トルとおはじきによる トークンエコ

ノミー法とその結果を発表して賞賛を得るといった強

化法は,教室への参加と自宅での運動実施への動機付

けになっていたと推察される。

高齢者が要介護状態となった原因を要介護度別で見

てみると,「要支援」「要介護 1」 といった軽度者にお

いては,高齢による虚弱,関節疾患,骨折・転任Iな ど

主として廃用をベースとするものの占める割合が高 く

なってお り
Ю,筋力やバランス機能,歩行能力の低下

との関連が推察される。また加齢による運動機能の変

化としては,下肢筋力とバランス機能が著 しい低下を

示すことが報告されているH")。 よって今回の介護予

防教室では,主 として下肢筋力とバランス機能に着目

した運動指導を中心に行い,効果判定を行った。

教室の最も大きな効果としては,膝伸展筋力とTUG
が有意な改善を示 していた。これは今回指導 した 5つ

の体操が下肢筋力の増強と左右下肢への重心移動を強

いる内容となってお り,こ れらの効果が結果に表れた

ものと考えられる。膝伸展筋力は下肢支持性を反映す

る筋力指標であり,歩行や階段昇降,立ち座 り能力な

どの動作能力と密接に関連するとされているB判 9。 教

室前後の測定で,膝伸展筋力が有意な改善を示 したこ

とは,本教室が高齢者の生活機能の低下を防ぎ介護予

防に有効に作用することを示唆 していると考える。ま

た,動的バランス機能の指標である TuGに 改善が見

られたことは,起立直後や方向転換時におけるふらつ

きを軽減させ,転倒予防に有効に作用すると考える。

静的バランス機能の指標として幅広 く用いられている

開眼片脚立ちについては,28.4秒 から 41。 2秒 と大 き

く延長 していた。 しかしながら,数値のバラツキが大

きく統計上有意な変化とはならなかった。開眼片脚立

ちは,30秒以上保持できない場合が異常“
)と

されてお

り,村 田らは,過去 1年間にける転倒の有無につい

て,開眼片脚立ち 30秒間保持時可能群と不可能群間

を比較 した結果から,開眼片脚立ちが 30秒 間保持可

能であれば転倒 を予防で きる可能性 を示唆 してい

る17。

今回の調査では,統計上有意な変化とはならなかっ

たものの,多 くの参加者では開眼片脚立ちの時間が延

長傾向にあ り,臨界値である 30秒 を上回る数値 を示

していた。このことは,本教室がバランス能力の改善

により転伊l予 防に有効に作用する可能性を示唆 してい

ると考える。

一方,体脂肪率といった体格には有意な変化は認め

教室開始前        教室終了後

図 5 起立歩行テス ト (TUG)の 変化

教室開始前         教室終了後

図 6 機能的リーチテス ト (FRT)の 変化

回から最終回まで継続 して教室へ参加 し,教室開始前

と終了時に効果判定の測定を受けた者は 19名 と約 3

割であった。これは参加希望者の中に数回の教室開催

後から参加 した者があったこと,試 しに参加 した際に

教室を開催 した部屋が狭いと感 じたり,体操や運動の

内容と強度が自分に合わなかったと感 じたりしたこと

で中断 した者がかな り存在 したことが原因と推察す

る。一方で,lo回 の教室全てに参加 した皆勤者は 6

名存在 し,そ れ以外の参加者も平均すると約 9回近い

参加であ り,ほ ぼ皆勤者だといえる。行動変容技法

は,米国の心理学者スキナーが体系化 した行動分析学

を基盤 とした技法であ り',転倒予防教室のような不

特定多数の者を対象とし,その対象者の一定の行動を

P<0.01

P<0。 01
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表 2 FRT測 定結果の比較

年齢 (歳 ) 性別  身長 (cm) FRT(cm)

今回測定結果 71.7± 5.4 男性
女性

155。 8± 8.6 35.8± 6。 4(ト レー

31.2± 6。 2(ト レー

前

後

グ

グ

ン

ン

ニ

ニ

中本すら (2006) 73± 6.3 女性 149。 9± 4.5   28.2± 3.8

大澤ら (2003) 74.0± 3.0 女性 146.0± 5.4   23.4± 3.8

寿千ラ牛ら (2006) 75。 3± 6。 5 男性

女性

153.4± 9。 2 29。2± 6。 8(ト レー

31.8± 6。 7(ト レー

前

後

グ

グ

ン

ン

ニ

ニ

られず,FRTに いたっては 35。8cmか ら31.2cmに 減

少するという悪化の結果となっていた。19名 個々の

データを見るとほぼ全ての対象者が減少し,なかには

lo cm以 上の減少者もいた。しかし,FRTと 同様に動

的バランス機能の指標である TUGが改善していたこ

と,お よび膝伸展筋力が向上していたことからから考

えて,FRTが有意に悪化する結果となったことは疑

間である。FRTは測定時の運動方法によって測定値

が異なったり
蟷),足

関節底屈筋との関連性や上半身の

柔軟性や筋力が関与 している可能性が指摘されてお

り19),FRTに はバランス機能の他に柔軟性など従来の

バランス機能測定指標とは異なった要素が含まれてい

る可能性が指摘されている20。 また今回の測定結果

は,対象者の年齢,性別,身長という条件に差がある

ものの,先行研究における測定結果と比較すると高い

数値を示している20-2'(表
2)。 よって今回の結果は

,

教室前後において測定方法が一定していなかった可能

性が高いと考える。

5.結論

①介護予防教室に参加し継続して運動を実施する高

齢者においては,身体運動機能を高め介護予防の

効果が期待できる。

②途中で参加を中断したケースでは,開催場所や運

動内容への満足度得られないことが主な理由であ

った。

③本教室のように月に 1回の開催でさえ会場へ行く

ことが億劫となり,参加頻度が開催 3回 目あたり

で激減するというのが一般的であるが,それ以上

何とか参加を維持することができれば,その後は

継続参加が起こりやすいと思われた。したがっ

て,開催する会場の距離や継続を促す工夫などの

検討が必要である。

④本教室で導入したペットボトルとおはじきによる

トークンエコノミー法とその結果を発表して賞賛

するといった強化法は教室参加への動機づけを維

持する効果的な方法であり,介護予防教室のプロ

グラムヘ導入する意義が示唆された。

Ⅲ。研 究

1.目 的

介護予防教室で指導 した運動の家庭での実施頻度を

調査 し,運動頻度が身体運動機能に及ぼす影響につい

て検証することである。

2.対象

全 lo回 の教室開催の中で,4回 開催時にペ ットボ

トルに入れたおはじきの個数を確実に計測 し,かつそ

の前後の体力測定が記録可能であった 18名 を対象 と

した。その対象者を毎回のおはじき個数の記録から高

頻度運動実施群 (以下高頻度群と略す)と 低頻度運動

実施群 (以下低頻度群と略す)の 2群 に割 り付けた。

運動の実施頻度は 4回 のおはじき個数の合計を4回 で

除した値 とした。2群 を割 り付けた結果,高頻度群は

男性 1名 ,女性 7名 ,年齢 69.3± 6.6歳 となり,低頻

度群は男性 3名 ,女性 7名 ,年齢 74.4± 4.5歳 となっ

た。各群の特性は表 3に示す。

3.方法

運動機能の測定項 目として,身長,体重,TUG,

FRT,膝伸展筋力の測定を行った。測定方法は前述 し

た研究 Iと 同様であった。ただし,体格については体

表 3 高頻度群と低頻度群の特性

高頻度群  低頻度群   有意差

年 齢 (歳 ) 69。 3± 6.6  74.4± 4.5   P<0.05

身 長 (cm) 154。 9± 6。 7  153.1± 10。7   なし

体 重 (kg) 57.4± 12.0 54.9± 9.0 な し

体脂肪率 (%) 31.8± 5。 6  31.2± 4.9 な し

運動実施頻度 (回 )23.8± 10.5 12.9± 6。5  P<0.05
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脂肪率ではなく,体格指数 (Body Mass lndex:BMI

=体重 kg(身 長 m× 身長 m))を 用いた。統計処理

は開始前の群間比較には Mann_whitnyの U検定,開

始前 と教室 4回終了後との群内比較には WilcOxOnの

符号付順位検定を使用 した。統計処理はすべて SPSS

15.O for Windowsを 使用 し,各比較検定は危険率 5%

以下を有意とした。

4.結果

年齢は高頻度群が 69。3歳であるのに対 して低頻度

群が 74.4歳 と有意に低頻度群が高年齢であったが ,

開始時の体格には有意差を認めなかった。運動実施頻

度は,高頻度群が 23.8回 であるのに対 して低頻度群

が 12.9回 と有意差を認めた。両群における開始前 と

終了後の変化については図 7～ 9に示す。運動機能に

対する効果について,高頻度群では,膝伸展筋力が開

始前 22.2 kgに 対 して終了後 27.O kg,TUGが 開始前

7.7秒 に対 して終了後 7.3秒 と両者 ともに有意差を認

めたが,FRTに は有意差を認めなかった。一方,低

頻度群では,全項 目において有意差を認めなかった。

5.考察

本研究の仮説として,教室に参加することで対象者

の運動頻度は大幅に高まり,運動実施も継続的に行な

われると予想 していた。 しかし,お はじき個数の計測

を行なうと,自 宅での運動頻度には大きなバラツキが

あり,家庭で継続的に運動実施されていない参加者も

多いことがわかった。そこで,本研究では,運動頻度

の違いが運動機能の改善にどのような影響を及ぼすか

について検討 した。実際,両群の運動実施頻度には倍

近い差があり,同 じ4回参加 した者であっても家庭で

の実施頻度に大きな差があることがわかる。両群に対

して運動機能の測定を行なった結果,低頻度群では運

動機能の有意な改善を認めなかったが,高頻度群では

膝伸展筋力に有意な改善を認めた。 したがって,仮説

のとお り,同 じように教室へ参加 し,同 じ運動や体操

を指導されても自宅での運動実施頻度が高い高頻度群

において運動機能の改善効果が高 くなることがわかっ

た。中等度な強度の身体活動の定期的な実践は,高齢

者の生活機能の維持・改善にとって有効であること

は,国 際的 にコンセ ンサ スの得 られた事 実 であ

り
32“ ,10～ 15分の身体活動を積み重ねて 1日 に 30

分程度の身体活動を行うことの有効性 も報告されてい

るハ|。

以上のことから,単 に教室へ参加するだけでな

く,教室で指導 した運動プログラムを自宅でも継続 し

高頻度群 低頻度群

図 7 膝イ申展力の運動頻度による比較

高頻度群        低頻度群

図 8 TUGの 運動頻度による比較

高頻度群        低頻度群

図 9 FRTの 運動頻度による比較

て実施させることが,運動機能の改善にとって重要だ

といえる。しかしながら,運動プログラムを開始 した

高齢者の半数近 くが,6ケ 月経つと継続することがで

きなくなっていることも報告されてお り
°,高齢者に

身体活動を推奨するにあたっては,「 どのような種類

の身体活動をどの程度行 うべ きなのか ?」 と同時に

「身体活動を継続させるためにどのような戦略をとれ

ばよいのか ?」 という問題があるとされている"。 本

研究ではおはじきを配る際に,ペ ットボ トルに装飾を

ほどこし,運動の動機付けを視覚的に訴えて促 した。

また,運動の実施確認や促進を記載 した手紙を自宅に

約 4回郵送 し運動頻度の向上を促 した。高齢者に手紙

秒

１

P<0.05

P<0.05

低頻度群



についてのインタビューを行なったところ,「手紙で

体操のことを思い出した」「手紙が送られて体操 を意

識するようになった」などの感想が得 られた。教室以

外での郵送や電話などを用いた継続的なフォローアッ

プが高齢者の運動意欲を高め,運動頻度の向上にも大

きく影響するものと考えられる。

最後に,本研究には以下のような限界がある。

第 1に ,高頻度群に比べ低頻度群の年齢が有意に高

いということがあげられる。加齢に伴い基本的な運動

機能が低下することは明らかであるため,比較的低年

齢である高齢者が高頻度に運動実施を行いやすい環境

にあると考えられ,両群の差を大 きくするバイアスと

なっていた。

第 2に ,本研究は運動実施の調査にペットボ トルと

おはじきを用いた自己申告制の計測方法を選択 してい

た。調査対象が高齢者ということで,お はじきの入れ

忘れや性格などの個人差により実際に運動回数とおは

じき個数が一致 しない可能性は否定できない。

第 3に ,本研究は教室開始時に高頻度群と低頻度群

に設定 して前向きに比較研究 したわけではなく,教室

終了後の結果として高頻度群と低頻度群に分けて検討

した。そのため,高頻度の運動実施により運動機能が

改善 したのか,運動機能が改善 した高齢者に偶然運動

実施頻度が高かったのか因果関係を実証することは困

難であった。

6.結論

身体機能の改善をより効果的に得るためには,介護

予防教室への参加を促すだけでなく,指導 した運動を

家庭内においても高頻度に継続 して行ってもらうこと

の重要性が分った。

Ⅳ.総 合 考 察

以上のことから,今後の課題として,介護予防教室

を実施する際には,運動を指導するとともに,運動実

施を継続的に行なうことを促すように介入していくこ

とが重要であると考えられる。単に健康増進活動とし

て運動に関する知識の普及と効果的な運動処方を行う

だけではなく,身体活動や運動習慣を獲得させ,そ れ

を長期にわたり維持できるよう高齢者を行動変容させ

ていくことが重要であろう。身体活動の促進・継続に

は行動療法が効果的であるとされている。1980年 代

に普及した運動処方の考え方をもとに行なわれてきた

臨床や保健現場での多くは,自 転車エルゴメーターな
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どで測定された全身持久力や他の健康度評価から運動

処方として効果的な健康づ くりのや りかたを伝えるこ

とが中心であった。 しかし,こ のような運動プログラ

ムに参加 した人の運動継続率は,半年後で 50～ 80

%,1年 後で約 50%と 長続 きしに くい とされてい

る20。 したがって,今回の教室で導入 した トークンエ

コノミー法や強化法など行動変容技法を積極的に応用

し,運動習慣の継続 と運動実施頻度の増加を促すこと

が重要であると考えられる。また,対面指導のみでな

く郵送やインターネットなどを用いて直接対面 してい

なくても運動を促せる方法も効果的であると考えられ

る。

V.総 合 結 論

従来行われている介護予防事業では,一方的な指導

とその場限りの励まししか行われていないのが現状で

あった。 しかし,本教室のような行動変容技法を積極

的に用いることで,運動習慣の形成と運動実施頻度を

高めることが可能となり,結果的に一般および特定高

齢者の運動機能を高め介護予防につながるものと考え

られる。
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